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２０，１７２  

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

ア ３１，５０４ 戸

イ ７，３６２，８８６  

ウ

平成２９年度 深谷市下水道事業会計予算 

エ １，２９９，８６０

第１条　平成２９年度深谷市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

（１） 公 共 下 水 道 事 業

（総則）

イ ２，５４３，２２５  

ウ ６，９６８  

年 間 有 収 水 量

一 日 平 均 有 収 水 量

エ ４３２，４５５ 千円

（２） 農 業 集 落 排 水 事 業

ア ７，１３９ 戸

４１９，９７８

１３７，２６５

主 要 な 建 設 改 良 事 業

（ア）
農 業 集 落 排 水 処 理
施 設 建 設 費 ４３２，４５５ 千円

（ア）

（イ）

（ウ）

汚 水 管 渠 建 設 費

雨 水 管 渠 建 設 費

浄化センター建設費

千円

千円

千円

処 理 戸 数

一 日 平 均 有 収 水 量

千円

年 間 有 収 水 量

処 理 戸 数

７４２，６１７

主 要 な 建 設 改 良 事 業
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千円

千円

１，００６，６０７

第４項　予備費

２，４３４，０３９

２７，３５１ 千円

収　　　入

第１款　公共下水道事業収益

第５項　予備費 １０，０００ 千円

２，４６７，８６７ 千円

第１項　営業収益

第３項　附帯事業費用

第３項　附帯事業収益 ７６，１９７ 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

１，１９０，１０４

５，０００

支　　　出

第２款　農業集落排水事業収益

第２款　農業集落排水事業費用

千円

第１項　営業費用 ２，０６９，７２５ 千円

第１款　公共下水道事業費用

千円

第１項　営業収益

第３項　特別損失 １，０００ 千円

第２項　営業外費用 ３２５，９６３ 千円

１，０５２，１０８ 千円

第１項　営業費用

第２項　営業外収益 １，２０１，５６６ 千円

９３９，５３８ 千円

第２項　営業外費用 １０６，５７０ 千円

３２４，４８９ 千円

第２項　営業外収益 ６８２，１１８ 千円

第４項　特別損失 １，０００ 千円
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第２款　農業集落排水事業資本的収入

第４項　他会計出資金 千円

千円

千円

収　　　入

第３項　分担金

第５項　他会計出資金

６０，６６８ 千円

第２項　国庫補助金

８１０，５９７

４８，２５５ 千円

千円

第１項　企業債 ４１１，５００

第３項　返還金 １，４９９ 千円

第４項　負担金

第２項　県補助金 １６４，０００

３０１，６００

（資本的収入及び支出）

第１款　公共下水道事業資本的収入

２２３，８７３

９，１８０ 千円

第１項　企業債 １，１３０，０００ 千円

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

　８６３，１２０千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３６，８８９千円及び過年度分損益勘

　定留保資金８２６，２３１千円で補てんするものとする。）。

千円

１，５９６，９２４ 千円

第６項　基金積立金利息 ５０２ 千円

第７項　固定資産売却代金 ５４，４００ 千円

第５項　基金積立金利息 ２，０４４ 千円
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第１款　公共下水道事業資本的支出

第２款　農業集落排水事業資本的支出

第２項　投資

８１６，３２２ 千円

第１項　建設改良費 ４３２，４５５ 千円

２，０４４ 千円

第３項　償還金

農業集落排水処理施設維持管理費 平成３０年度まで ２２９，８５６千円

第４項　予備費 ５，０００ 千円

３７６，８２３

期　　　　　間事　　　　　項

借入額に対する利子相当額

借入れた資金及び利子

千円

支　　　出

２，４５４，３１９ 千円

第１項　建設改良費

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

限　　度　　額

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

１，３２８，５４３ 千円

第２項　投資 ２，００１ 千円

千円

下水道使用料等徴収事務経費負担金 平成３０年度まで ３９，６３２千円

第４項　予備費 １０，０００ 千円

第３項　償還金 １，１１３，７７５

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

水洗化促進改造資金貸付にかかる損失補償
（平成２９年度）

水洗化促進改造資金利子補給
（平成２９年度）

公共下水道処理施設維持管理費 平成３０年度まで １６３，８３６千円
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建 設 改 良 費

（３）

（４）

（６）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（２） 営 業 外 費 用

（１）

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的

附 帯 事 業 費 用

償 還 金

営 業 費 用

流 域 下 水 道 事 業
建 設 負 担 金

9,800千円

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

計 1,541,500千円

限度額

226,700千円

公 共 下 水 道 事 業 798,500千円

起債の方法

資 本 費 平 準 化 債 506,500千円

農業集落排水事業

（５） 投 資

利率 償還の方法

４％以内（ただし、利率見直
し方式で借り入れる公的資金
について、利率の見直しを
行った後については、当該見
直し後の利率）

　借入先の定める融資条件に
従うものとする。
　ただし、市財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還し、若し
くは低利に借り換えることが
できる。

普通貸借
又は

証券発行
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深谷市長　　小　島　　進

　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

平成２９年２月２２日提出

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第１０条　公共用水域の水質保全等のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、９２１，９９７千円である。

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

（１） ２０７，４９５ 千円

（他会計からの補助金）

職 員 給 与 費
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地方公営企業法施行令第１７条の２の規定による

予 算 に 関 す る 説 明 書
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（うち仮受消費税及び地方消費税 24,036千円）

1,006,607 （うち仮受消費税及び地方消費税 24,036千円）

１ 営業収益 324,489

2,467,867

平成２９年度 深谷市下水道事業会計予算実施計画

１ 公共下水道事業
   収益

・年間有収水量　7,362,886 　に対する使用料

１ 営業収益 1,190,104 （うち仮受消費税及び地方消費税 81,156千円）

１ 下水道使用料 1,095,601
（うち仮受消費税及び地方消費税 81,156千円）

１ 受取利息 5

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入
（単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　　　　考

（うち仮受消費税及び地方消費税 86,806千円）

３ その他営業収益 771

２ 営業外収益 1,201,566 （うち仮受消費税及び地方消費税 6千円）

・固定資産取得に係る国庫補助金等減価償却相当額

２ 農業集落排水
   事業収益

２ 他会計負担金 93,732 ・雨水処理に係る一般会計負担金

３ 長期前受金戻入 555,891

３ 附帯事業収益 76,197

４ 雑収益 557 （うち仮受消費税及び地方消費税 6千円）

２ 他会計補助金 599,769 ・汚水処理等に係る一般会計補助金

５ 消費税及び地方
　 消費税還付金 45,344

１ 農業集落排水
　 使用料

（うち仮受消費税及び地方消費税 5,644千円）

１ 太陽光発電売電
　 収入 76,197 （うち仮受消費税及び地方消費税 5,644千円）

（うち仮受消費税及び地方消費税 24,036千円）
324,489

・年間有収水量　2,543,225 　に対する使用料
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２ 営業外収益

・汚水処理等に係る一般会計補助金

682,118

１ 受取利息 1

359,787 ・固定資産取得に係る国庫補助金等減価償却相当額３ 長期前受金戻入

２ 他会計補助金 322,228

４ 雑収益 102

項 目 予定額 備　　　　　考款
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・

・ ・

・ ・

・ ・

・

・ ・

・ ・

・ ・

・

・

・ ・

・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・

・

・

・

2,547千円通信運搬費ほか

２ 処理場費

1,337千円

負 担 金

研 修 費

３ 普及促進費 20,873
（うち仮払消費税及び地方消費税 42千円）

４ 総係費 177,122
（うち仮払消費税及び地方消費税 7,726千円）

540千円

5,395千円

52,660
（うち仮払消費税及び地方消費税 2,985千円）

職 員 給 与 費

315,856千円

8,026千円 (職員1人)

78,279千円

光 熱 水 費

法 定 福 利 費 1,573千円 1,656千円

燃 料 費 ほ か 481千円

修 繕 費 11,046千円法 定 福 利 費 2,132千円

5,552千円 (職員1人)

賃 金 1,649千円 動 力 費 3,039千円

法 定 福 利 費 8,550千円

通 信 運 搬 費

（うち仮払消費税及び地方消費税 47,386千円）

１ 営業費用

支　　　　　出

１ 管渠費

（単位：千円）

款 項 目

職 員 給 与 費

修 繕 費 88,656千円

494,923
（うち仮払消費税及び地方消費税 36,141千円）

職 員 給 与 費

委 託 料 24,221千円

備 消 耗 品 費

2,870千円

１ 公共下水道事業
　 費用 2,434,039

保 険 料

委 託 料

予定額 備　　　　　考

14,398千円 (職員2人)

2,069,725 （うち仮払消費税及び地方消費税 46,894千円）

職 員 給 与 費 23,179千円 (職員3人)

委 託 料

備消耗品費ほか 1,080千円

動 力 費

法 定 福 利 費

２ 雑支出 578

備消耗品費ほか

1６ 資産減耗費

17,822千円

3,759千円 燃 料 費 137千円

135,098千円

3,760千円

５ 減価償却費 1,324,146
有形固定資産減価償却費 1,306,324千円

762千円

324,135千円

一時借入金利息 1,250千円

２ 営業外費用 325,963 （うち仮払消費税及び地方消費税 千円）

（うち仮払消費税及び地方消費税 千円）

325,385
企 業 債 利 息

１ 支払利息

無形固定資産減価償却費
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・ ・

・

・ ・

・ ・

・

・

・ ・

・ ・

・ ・

・

・ ・

・ ・

・

・

3,884千円

21,872 （うち仮払消費税及び地方消費税 1,060千円）

4,838千円

委 託 料

２ 処理場費 331,363
14,665千円

法 定 福 利 費

動 力 費 62,745千円 光 熱 水 費 ほ か 2,769千円

賃 借 料 569千円

有形固定資産減価償却費 538,729千円

３ 総係費

通 信 運 搬 費 765千円 手 数 料 ほ か

４ 減価償却費

修 繕 費

法 定 福 利 費 4,571千円

１ 太陽光発電
　 事業費用 27,351

１ 管渠費

２ 農業集落排水
　 事業費用

47,573
（うち仮払消費税及び地方消費税 2,252千円）

職 員 給 与 費 12,643千円

27,351 （うち仮払消費税及び地方消費税 492千円）

動 力 費 17,775千円

20,050千円

負 担 金 4,178千円

1

12,476千円

４ 特別損失 1,000

（うち仮払消費税及び地方消費税 492千円）

減 価 償 却 費 19,474千円 委 託 料 ほ か 7,877千円

(職員2人)

１ 営業費用 939,538 （うち仮払消費税及び地方消費税 26,404千円）

(職員2人)

委 託 料

職 員 給 与 費

５ 資産減耗費

538,729

8,023千円

委 託 料 225,024千円 通 信 運 搬 費 972千円

賃 借 料 ほ か 1,561千円

10,000

1,052,108 （うち仮払消費税及び地方消費税 26,404千円）

燃 料 費 300千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 23,092千円）

修 繕 費 3,000千円

１ 予備費 10,000

５ 予備費

１ 過年度損益
　 修正損 1,000

３ 附帯事業費用

款 項 目 予定額 備　　　　　考
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・

予定額款 項 目

３ 特別損失 1,000

４ 予備費 5,000

106,569千円

備　　　　　考

１ 支払利息

106,570 （うち仮払消費税及び地方消費税 千円）

１ 過年度損益
　 修正損 1,000

２ 雑支出 1

２ 営業外費用

企 業 債 利 息

（うち仮払消費税及び地方消費税 千円）

106,569

１ 予備費 5,000
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・ ・

・

・

・

・

１ 基金積立金利息

６ 基金積立金
   利息

502

１ 固定資産売却代金 54,400

７ 固定資産売却
　 代金

１ 一般会計出資金 48,255

502

54,400

１ 公共下水道事業
　 資本的収入

（うち消費税相当額 22,341千円）

処 理 場 分

予定額 備　　　　　考

社会資本整備総合交付金

1,596,924 （うち消費税相当額 22,785千円）

798,500 汚水雨水管渠分 771,700千円１ 建設企業債

１ 企業債

301,600

26,800千円

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入

２ 流域下水道
　 事業債 9,800 ・流域下水道建設負担金に係る企業債

1,130,000

項 目

（単位：千円）

款

6,000 （うち消費税相当額 444千円）

２ 国庫補助金 301,600 （うち消費税相当額 22,341千円）

１ 国庫補助金

５ 他会計出資金

１ 受益者負担金 54,668

２ 工事負担金

48,255

１ 投資返還金 1,499 ・水洗化促進改造資金融資あっせん預託金返還金

４ 負担金 60,668 （うち消費税相当額 444千円）

３ 返還金 1,499

３ 資本費平準化債 321,700

公共下水道事業基金運用による利息

 皿沼グラウンド売却代金

企業債償還分 48,255千円

502千円

54,400千円
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・

・

・
５ 基金積立金
　 利息

2,044

１ 基金積立金利息 2,044

9,180

１ 受益者分担金 9,180

１ 県補助金 164,000
（うち消費税相当額 12,148千円）

項 目 予定額 備　　　　　考

３ 分担金

２ 農業集落排水
   事業資本的収入 810,597 （うち消費税相当額 12,148千円）

１ 企業債

２ 資本費平準化債 184,800

２ 県補助金 164,000 （うち消費税相当額 12,148千円）

１ 建設企業債 226,700

彩の国ゆたかなむらづくり整備事業補助金

223,873千円企業債償還分
１ 一般会計出資金 223,873

４ 他会計出資金

411,500

223,873

款

農業集落排水処理施設整備基金運用に
よる利息

2,044千円
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・
・ ・
・ ・
・ ・

・

・ ・

・ ・

・

・

・ ・

・

・
・ ・

・ ・

93,315千円
法 定 福 利 費 8,879千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 47,700千円）

１ 公共下水道事業
　 資本的支出 2,454,319 （うち仮払消費税及び地方消費税 88,328千円）

補 償 金 59,400千円
813千円委 託 料

支　　　　　出
（単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　　　　考

職 員 給 与 費 30,683千円 (職員5人)

備 消 耗 品 費

１ 建設改良費 1,328,543 （うち仮払消費税及び地方消費税 88,328千円）

１ 汚水管渠建設費 742,617

（東方、上野台、宿根地内）

（国済寺、上野台、宿根、普済寺地内）

工 事 請 負 費 548,050千円
管布設工事（補助事業） 管渠延長

賃 借 料 ほ か

2,211.0m

1,477千円

管布設工事（単独事業） 管渠延長

3,059.0m

２ 雨水管渠建設費 419,978
（うち仮払消費税及び地方消費税 29,771千円）

職 員 給 与 費 8,342千円 (職員1人)

工 事 請 負 費 398,300千円

整備面積 16.39ha

補 償 金 6,912千円

委 託 料 3,122千円 賃 借 料 ほ か 492千円

法 定 福 利 費 2,810千円

法 定 福 利 費 2,754千円 旅 費 52千円

３ 浄化センター
　 建設費 137,265

（うち仮払消費税及び地方消費税 9,396千円）

職 員 給 与 費 7,699千円 (職員1人)

４ 受益者負担金
　 業務費 11,053

（うち仮払消費税及び地方消費税 155千円）

職 員 給 与 費

委 託 料 126,760千円

報 償 費 3,323千円

1,317千円
(職員1人)

備消耗品費ほか

委 託 料 1,534千円

413千円

4,466千円
法 定 福 利 費

（うち仮払消費税及び地方消費税 731千円）
６ 流域下水道
　 建設負担金 9,864

７ 熊谷下水道
　 建設負担金 6,362 （うち仮払消費税及び地方消費税 471千円）

５ 固定資産購入費 1,404 （うち仮払消費税及び地方消費税 104千円）
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・

・ ・

・

・

8,652千円 旅 費 75千円

376,823

・農業集落排水処理施設整備基金利息積立

5,000

３ 償還金

１ 企業債償還金 376,823

・

357,966千円

（下郷地区処理施設改修工事ほか）

２ 投資 2,044

１ 予備費 5,000

1,113,775

（うち仮払消費税及び地方消費税 29,579千円）

１ 建設改良費

２ 基金積立金 502

816,322

水洗化促進改造資金融資あっせんに係る預託金

３ 償還金 1,113,775

(職員3人)

委 託 料

２ 農業集落排水
   事業資本的支出

工 事 請 負 費

４ 予備費

432,455 （うち仮払消費税及び地方消費税 29,579千円）

１ 基金積立金 2,044

４ 予備費 10,000

41,040千円

職 員 給 与 費 24,722千円

法 定 福 利 費

１ 農業集落排水
   処理施設建設費 432,455

（うち仮払消費税及び地方消費税 29,579千円）

２ 投資 2,001

１ 水洗便所改造
　 促進預託金 1,499 ・

１ 予備費 10,000

１ 企業債償還金

公共下水道事業基金利息積立

款 項 目 予定額 備　　　　　考
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キャッシュ・フロー計算書を入れる

平成29年度深谷市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(平成30年 3月31日 )

単位：千円

科　　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　処理場の運転管理等による支出 △ 1,031,723

　　　　人件費支出 △ 107,171

　　　　その他の事業支出 △ 16,035

　　　　営業収入 1,408,407

　　　　負担金、補助金等収入 1,093,356

　　　　　小計 1,346,834

　　　　利息及び配当金の受取額 6

　　　　利息の支払額 △ 433,180

　　　 業務活動によるキャッシュ・フロー 913,660

Ⅱ　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　固定資産の取得による支出 △ 1,769,880

　　　　固定資産の売却による収入 54,400

　　　　国庫補助金等による収入 533,714

　　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 0

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,181,766

Ⅲ　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　企業債による収入 1,541,500

　　　　企業債の償還による支出 △ 1,490,598

　　　　他会計からの出資による収入 272,128

　　　　基金積立による支出 △ 2,546

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 320,484

Ⅳ　現金の増減額 52,378

Ⅴ　現金の期首残高 1,393,751

Ⅵ　現金の期末残高 1,446,129
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107,171

資本勘定支弁職員 0 11 0 45,723

給料 賃金 手当 計

給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総　括

（単位：千円）

区　分
4月1日職員数(人) 給　　　与　　　費

法定福利費 合計
特別職 一般職 報酬

45,521 0

47,533 0 25,405 72,938 24,822 97,760

1,649 61,406 156,024 51,471 207,495

0 30,189 75,912 24,412 100,324

合　　計 0 22 0 92,969

1,649 31,217 80,112 27,059

9,411

資本勘定支弁職員 0 0 0 202
比
　
較

損益勘定支弁職員

52,337 145,391 49,096 194,487

本
年
度

損益勘定支弁職員 0 11 0 47,246

26,932 72,453 24,274 96,727

合　　計 0 22 0 93,054 0

資本勘定支弁職員 0 11 0

合　　計

本年度 6,264 3,411 24,734 15,653 1,886

（単位：千円）

1,649 9,069 10,633 2,375 13,008

前
年
度

損益勘定支弁職員 0 11 0

0 3,257 3,459 138 3,597

合　　計 0 0 0 △85

1,649 5,812 7,174 2,2370 0 0 △287

前年度 5,722 3,006 23,429 12,875 2,664

6,404 1,777 0 1,277

△778 4,512

0

特殊勤務
手当

住居
手当

児童
手当

手
当
の
内
訳

区　分
地域
手当

扶養
手当

期末
手当

勤勉
手当

管理職
手当

時間外勤務
手当

通勤
手当

0

1,545 0 1,204 0

9,069

1,892 52,337

比　較 542 405 1,305 2,778 232 0 73

61,406
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（１）職員１人当たり給与

（２）初任給（平成２９年１月１日現在）

区　　分 企　業　職
一般会計の制度

行　政　職

高 校 卒

短 大 卒 164,700円 164,700円

大 学 卒 184,800円 184,800円

150,500円 150,500円

〔以下　平成２９年１月１日現在における給与等の状況です。〕

手　　　当 9,069
制度改正に伴う増減分 1,009

３　給料及び手当の状況

308,639

360,827

39.8

その他の増減分 8,060 配置換え等

昇給に伴う増加分 1,142

その他の増減分 △1,415 配置換え等

28年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

給　　　料 △85

給与改定に伴う増減分 188

事務・技術職（企業職） 備　　考

307,874

354,662

40.5

区　　　　　　　　　　　分

29年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

地域手当及び勤勉手当の引上げ等

２ 給料及び手当の増減額の明細

区　分
増　減　額
（千円）

増減事由別内訳
（千円）

説　　　　　明 備　　　　　考
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（３）級別職員数

(級別の標準的な職務内容）

（４）期末手当・勤勉手当（平成２９年１月１日現在）

（５）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成２９年１月１日現在）

有

一般会計の制度
（支給率等）

25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

支　給　率　等 25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

主 任 係 長 ・ 主 査

備　　考
６月（月分） １２月（月分）

本　年　度 2.025

２５年勤続の者
（月分）

３５年勤続の者
（月分）

区　　分
支給期別支給率 支 給 率 計

（月　分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

最高限度
（月分）

備　　考

一般会計の制度 2.025 2.275 4.300

計 22 100.0 計 23 100.0

８ 0

区　　分
２０年勤続の者

（月分）

2.275 4.300 有

前　年　度 1.975 2.225 4.200 有

次 長 部 長

６ 2 8.7

６　級

行　　政　　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人）

課 長 補 佐 課 長 ・ 主 幹

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

２ 5 22.7 ２ 4 17.4

２９年１月１日現在

１ 0

1

6 26.1

４ 6

2 8.7

構成比（％）

７　級 ８　級

企 業 職 主事補・技師補 主 事 ・ 技 師

0.0 ８

0.0 １

３ 8

区　　　分
行　　政　　職

区　　　分

５ 1 4.5 ２８年１月１日現在 ５

0 0.0

７ 0 0.0 ７

36.4 ３

1 4.3

4.3

６ 2 9.1

27.3 ４ 7 30.5
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（６）その他の手当（平成２９年１月１日現在）

地　域　手　当 同　　じ

同　　じ

住　居　手　当 同　　じ

通　勤　手　当 同　　じ

扶　養　手　当

区　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容
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（単位：千円）

期　　間

― ―

―
水洗化促進改造資
金融資あっせん制
度適用期間中

―
水洗化促進改造資
金融資あっせん制
度適用期間中

―

限度額に同じ

―
水洗化促進改造資
金融資あっせん制
度適用期間中

限度額に同じ

借入れた資金
及び利子

―

借入れた資金
及び利子

― ―
水洗化促進改造資
金融資あっせん制
度適用期間中

限度額に同じ

― 限度額に同じ

水洗化促進改造資金貸付にかか
る損失補償
（平成２６年度）

― ― 限度額に同じ

水洗化促進改造資金利子補給
（平成２８年度）

― ― 限度額に同じ

借入額に対す
る利子相当額

―

深谷・岡部浄化センター運転管
理等業務委託

1,068,346 平成28年度 453,334

損益勘定
留保資金

水洗化促進改造資金貸付にかか
る損失補償
（平成２５年度）

限度額に同じ

水洗化促進改造資金利子補給
（平成２５年度）

借入額に対す
る利子の３分
の２

左の財源内訳

国庫補助金
限　度　額

―

―

―

水洗化促進改造資
金融資あっせん制
度適用期間中

限度額に同じ

債務負担行為に関する調書

―

水洗化促進改造資金貸付にかか
る損失補償
（平成２８年度）

― 615,012―

― ― 限度額に同じ

借入れた資金
及び利子

― ― 限度額に同じ

水洗化促進改造資金利子補給
（平成２６年度）

借入額に対す
る利子の３分
の２

―

当年度以降の支払義務
発生予定額

前年度末までの支払義務
発生（見込）額

水洗化促進改造資金貸付にかか
る損失補償
（平成２９年度）

借入れた資金
及び利子

― ―
水洗化促進改造資
金融資あっせん制
度適用期間中

限度額に同じ限度額に同じ―
借入れた資金
及び利子

――
水洗化促進改造資
金融資あっせん制
度適用期間中

―
水洗化促進改造資
金融資あっせん制
度適用期間中

平成29年度から
平成30年度まで

615,012

企業債金　　額期　　間金　　額

―

限度額に同じ ―

事　　　項

限度額に同じ

限度額に同じ

―
借入額に対す
る利子相当額

水洗化促進改造資金利子補給
（平成２７年度）

水洗化促進改造資金貸付にかか
る損失補償
（平成２７年度）

限度額に同じ ― ―

―限度額に同じ
水洗化促進改造資
金融資あっせん制
度適用期間中

限度額に同じ
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農業集落排水処理施設使用料賦
課徴収業務委託

26,900 ―

損益勘定
留保資金

― 平成30年度まで

― 229,856

国庫補助金

―

―
平成29年度から
平成30年度まで

229,856 ―
農業集落排水処理施設維持
管理費

229,856 ― ― 平成30年度まで

39,632

企業債

― ―

39,632

事　　　項 限　度　額
左の財源内訳

金　　額

26,90026,900

―平成30年度まで 39,632― ―

前年度末までの支払義務
発生（見込）額

当年度以降の支払義務
発生予定額

公共下水道処理施設維持管理費 163,836 ―

期　　間

―

期　　間 金　　額

163,836 ― 163,836

水洗化促進改造資金利子補給
（平成２９年度）

借入額に対す
る利子相当額

― ―
水洗化促進改造資
金融資あっせん制
度適用期間中

限度額に同じ ― ― 限度額に同じ

下水道使用料等徴収事務経費
負担金
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投資その他の資産合計

ホ 車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,764,986 735,560

△ 20,504,759 51,157,632
ニ 機 械 及 び 装 置

△ 5,269 544

57,557,231
（２）

ハ 構 築 物 71,662,391

無 形 固 定 資 産

579,353

ト 建 設 仮 勘 定 158,081
有形固定資産合計

ロ 電 話 加 入 権 467

減 価 償 却 累 計 額

7,595,225
減 価 償 却 累 計 額 △ 4,586,825 3,008,400

減 価 償 却 累 計 額 △ 25,572 27,739
ヘ 工具、器具及び備品 53,311

減 価 償 却 累 計 額

（平成３０年３月３１日）

資　　産　　の　　部

ロ 建 物 4,500,546

5,813

イ 土 地 2,469,275
（１）有 形 固 定 資 産

１ 固 定 資 産 千円 千円 千円 千円

平成２９年度 深谷市下水道事業予定貸借対照表 税抜

固 定 資 産 合 計 58,359,029

ロ 基 金 222,031

イ 施 設 利 用 権 578,886

無形固定資産合計

222,445
ハ そ の 他 投 資 8

イ 出 資 金 406
（３）投資その他の資産
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1,570,439
（１）企 業 債

（３）前 受 金 108
（４）引 当 金

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計 1,570,439

イ 賞 与 引 当 金 15,942

（２）未 払 金 1,000

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債

100
流 動 資 産 合 計 1,701,265

（１）現 金 預 金 1,446,129
２ 流 動 資 産

19,414,141

（２）未 収 金 297,239

（４）

企 業 債

イ 19,414,141建設改良等の財源に充てるための企業債

貸 倒 引 当 金 △ 43,238 254,001
（３）前 払 金 1,035

そ の 他 流 動 資 産

（２）引 当 金

（１）

資 産 合 計 60,060,294

負　　債　　の　　部

３ 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計 19,504,781
４ 流 動 負 債

イ 修 繕 引 当 金 90,640

引 当 金 合 計 15,942

流 動 負 債 合 計 1,589,989

そ の 他 流 動 負 債 2,500（５）

90,640引 当 金 合 計
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繰 延 収 益 合 計 24,732,642
負 債 合 計 45,827,412

（２）収 益 化 累 計 額 △ 12,630,416

（１）長 期 前 受 金 37,363,058

５ 繰 延 収 益

（１）自 己 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計 12,959,473

資　　本　　の　　部

６ 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金 12,570,602
イ 固 有 資 本 金 388,871

（１）資 本 剰 余 金

７ 剰 余 金

資 本 金 合 計 12,959,473

資 本 剰 余 金 合 計 1,399,729
ニ 受 贈 財 産 評 価 額 24,046
ハ 県 補 助 金 5,000
ロ 国 庫 補 助 金 1,292,324

△ 126,320

（２）

イ 当年度未処理欠損金

負 債 資 本 合 計 60,060,294

剰 余 金 合 計 1,273,409
資 本 合 計 14,232,882

△ 131,466

利 益 欠 損 金

利 益 欠 損 金 合 計

イ 負 担 金 78,359

ロ 基 金 利 息 積 立 5,146
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平成２８年度 深谷市下水道事業予定損益計算書 税抜

（３）そ の 他 営 業 収 益 1,201 1,401,716

（１）下 水 道 等 使 用 料 1,304,081

（２）他 会 計 負 担 金 96,434

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

１ 営 業 収 益 千円 千円 千円

（２）処 理 場 費 703,219

（３）普 及 促 進 費 17,599

２ 営 業 費 用

（１）管 渠 費 74,051

△1,451,082

（３）長 期 前 受 金 戻 入 941,604

（４）総 係 費 170,144

（５）減 価 償 却 費 1,887,783

（６）資 産 減 耗 費 2 2,852,798

３ 営 業 外 収 益

営 業 損 失

（４）雑 収 益 672 1,948,192

（１）受 取 利 息 2,720

（２）他 会 計 補 助 金 1,003,196
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前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

当 年 度 純 利 益

458,688 1,489,504

△ 90,920

△ 37,397

（１）支 払 利 息 442,959

（２）雑 支 出 15,729

27,552 29,552 △29,552

５ 附 帯 事 業 収 益

６ 附 帯 事 業 費 用

53,523

７ 特 別 損 失

（２）そ の 他 特 別 損 失

経 常 利 益

（１）過年度損益修正損 2,000

83,075

（１）太陽光発電売電収入 71,629 71,629

４ 営 業 外 費 用

（１）太陽光発電事業費用 26,976 26,976 44,653
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7,575,081

１

ヘ

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,328,418 3,246,663

ロ 建 物 4,500,546

ニ 機 械 及 び 装 置

（１）有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,956 857

構 築 物 70,183,639

資　　産　　の　　部

△ 3,734,783 765,763

2,523,675

千円

車 両 及 び 運 搬 具 5,813

工具、器具及び備品 52,011

イ

減 価 償 却 累 計 額

土 地

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,929,985 51,253,654

（平成２９年３月３１日）

 平成２８年度　深谷市下水道事業予定貸借対照表

ハ

有形固定資産合計 57,853,867

無形固定資産合計 582,150
（３）投資その他の資産

固 定 資 産 千円 千円 千円

ト 建 設 仮 勘 定 35,986
減 価 償 却 累 計 額 △ 24,742 27,269

ホ

ロ 電 話 加 入 権 467

ロ 基 金 219,485
ハ そ の 他 投 資 8

イ 出 資 金 406

イ 施 設 利 用 権 581,683
（２）無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計 58,655,916
219,899投資その他の資産合計

税抜
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1,393,751

２ 流 動 資 産

（４）そ の 他 流 動 資 産 100

貸 倒 引 当 金 △ 44,292 191,075
（３） 1,035前 払 金

（２）未 収 金 235,367

負　　債　　の　　部

３ 固 定 負 債

流 動 資 産 合 計 1,585,961
資 産 合 計 60,241,877

（２）未 払 金 1,000

（１）企 業 債

イ 19,443,080
企 業 債 合 計 19,443,080

建設改良等の財源に充てるための企業債

（１）企 業 債

19,533,720
４ 流 動 負 債

108

建設改良等の財源に充てるための企業債 1,490,597

引 当 金 合 計 13,870

（３）

イ 修 繕 引 当 金 90,640

（２）引 当 金

引 当 金 合 計 90,640

（４）引 当 金

企 業 債 合 計 1,490,597
イ

イ 賞 与 引 当 金 13,870

固 定 負 債 合 計

前 受 金

（１）現 金 預 金
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資　　本　　の　　部

６

（１）自 己 資 本 金

ロ 国 庫 補 助 金

ハ

（２）

2,500
流 動 負 債 合 計 1,508,075

14,052,277

剰 余 金 合 計

60,241,877

資 本 合 計

資 本 金

県 補 助 金

1,399,729

受 贈 財 産 評 価 額

イ

ロ 繰 入 資 本 金 12,298,474

1,292,324

25,147,805
負 債 合 計 46,189,600

（５）そ の 他 流 動 負 債

1,364,932

当年度未処理欠損金

資 本 剰 余 金 合 計

5,000

負 債 資 本 合 計

△ 37,397

△ 34,797

収 益 化 累 計 額 △ 11,714,738
繰 延 収 益 合 計

36,862,543

（２）

（１）

利 益 欠 損 金 合 計

固 有 資 本 金

イ

イ 388,871

24,046

自 己 資 本 金 合 計

利 益 欠 損 金

負 担 金 78,359

７ 剰 余 金

５ 繰 延 収 益

ニ

（１）長 期 前 受 金

12,687,345

資 本 剰 余 金

ロ 基 金 利 息 積 立 2,600

資 本 金 合 計 12,687,345
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

固定資産の減価償却の方法

・有形固定資産

・償却資産　　　定額法

・主な耐用年数

・無形固定資産 定額法

引当金の計上方法

・ 職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、

当事業年度の負担に属する額を計上している。

・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。

・ 従前の例により取り崩すことができる。

・ 一般会計が負担することとしているため、計上していない。

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担

１５～２０年

建 物

構 築 物

機械及び装置

賞 与 引 当 金

貸 倒 引 当 金

退職給付引当金

注　記　事　項

企業債残高のうち、一般会計の負担見込額は、３，０４２，７６４千円である。

修 繕 引 当 金

１

（１）

（２）

（３）

２

（１）

５０年

５０年
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セグメント情報の開示

報告セグメントの概要

報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　平成２９年４月１日　至　平成３０年３月３１日）

（単位：千円）

110,190

 ・繰延収益 15,805,378 8,927,264 24,732,642

16,133,270 4,851,310 20,984,580

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

 ・有形固定資産及び無形
   固定資産の増減額

セグメント負債　

その他項目

 ・その他 104,851

 ・企業債

32,043,499

公共下水道事業

300,453

合計

2,022,831

△ 913,883

（１）

（２）

5,339

△ 42,133△ 49,936

45,148,491

３

△ 135,094

△ 1,526,564

△ 92,069

60,060,294

45,827,412

14,911,803

13,783,913

農業集落排水事業

1,108,948 1,409,401

△ 164,339

913,134 2,935,965

△ 612,681

△ 299,433

事業区分

公共下水道事業

農業集落排水事業

　深谷市下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、
公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業の内容

市街地における汚水（生活排水等）排除及び処理、雨水排除

農業集落における汚水（生活排水等）の排除及び処理
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